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（訂正）平成 19年３月期 決算短信の訂正について 
 

平成 19 年５月 10 日に発表いたしました「平成 19 年３月期 決算短信」につきまして、一部訂正があ

りましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、当社「連結経営成績」に記載の数値に変更は

ありません。 

 

記 

 

１．訂正理由 

平成21年３月期第３四半期決算短信作成時において、一部訂正事項が確認されたためであります。 

 

 

２．訂正箇所（訂正箇所は下線にて表示しております。） 

 

  平成 19 年３月期 決算短信 〔平成 19 年５月 10 日発表〕 
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２．企業集団の状況 

（訂正前） 

当社グループは、加賀電子株式会社（当社）、連結子会社 40 社（国内 18 社、海外 22 社）、および持

分法適用関連会社７社（海外７社）により構成されております。その主な事業内容としては、電子部

品事業におきましては半導体・一般電子部品・ＥＭＳなどの開発・製造・販売、情報機器事業におき

ましては、パーソナルコンピュータ・周辺機器、スポーツ関連用品、フィルム、光学機器などの販売

を行っております。 

事業の系統図およびグループ会社の状況は次のとおりであります。 

jinji
ＦＡＳＦ会員マーク



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（訂正後） 

当社グループは、加賀電子株式会社（当社）、連結子会社 40 社（国内 18 社、海外 22 社）、および持

分法適用関連会社８社（海外８社）により構成されております。その主な事業内容としては、電子部

品事業におきましては半導体・一般電子部品・ＥＭＳなどの開発・製造・販売、情報機器事業におき

ましては、パーソナルコンピュータ・周辺機器、スポーツ関連用品、フィルム、光学機器などの販売

を行っております。 

事業の系統図およびグループ会社の状況は次のとおりであります。 

 

 

 

国 内 ・ 海 外 ユ ー ザ ー 

【電子部品事業】 
 
販売会社 
KAGA(H.K.)ELECTRONICS LTD. 
KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD. 
KAGA(KOREA)ELECTRONICS CO.,LTD. 
KAGA(TAIWAN)ELECTRONICS CO.,LTD. 
KAGA DEVICES(H.K.)LTD. 
KAGA(EUROPE)ELECTRONICS B.V. 
KAGA ELECTRONICS(USA)INC. 
加賀貿易（深セン）有限公司 
Kaga Impex, LLC 
 
製造・販売会社 
KAGA ELECTRONICS(THAILAND)CO.,LTD. 
加賀電子（上海）有限公司 
加賀電子（大連）有限公司 
加賀電器（香港）有限公司 
広州軽電機有限公司 
港加賀電子（深セン）有限公司 
KAGA COMPONENTS(MALAYSIA)SDN.BHD. 
東莞勁捷電子有限公司 
加賀儀器汕頭有限公司 
 
設計・開発会社 
加賀電子技術開発（深セン）有限公司
 

【情報機器事業】 
販売会社 
I-O DATA DEVICE USA, INC. 
 
＊Elatec Vertriebs GmbH 
 その他１社 
＊その他６社 

加 

賀 

電 

子 

株 

式 

会 

社 

（ 
仕 
入 
・ 

販 

売 

）

福利厚生施設管理・運営会社

TAXAN GUAM LTD. 

利 用

利 用 

【電子部品事業】 
 

販売会社 
加賀デバイス株式会社 
株式会社エー・ディーデバイス 
加賀インペックス株式会社 
大塚電機株式会社 

 
製造・販売会社 
加賀テック株式会社 
加賀コンポーネント株式会社 
マイクロソリューション株式会社 
株式会社デジタル・メディア・ラボ 
株式会社アクセスゲームズ 
 

 
販促商品などの企画・開発会社 
株式会社デジタル・ゲイン 

 

【情報機器事業】 

販売会社 
加賀ソルネット株式会社 
加賀スポーツ株式会社 
加賀ハイテック株式会社 
ＫＧＦ株式会社 

その他 4社 
 

＜ 国       内 ＞ ＜ 海       外 ＞ 

（注）無印     連結子会社 

      ＊印     持分法適用関連会社 
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【グループ会社の状況】 

（２）持分法適用関連会社 

（訂正前） 
関係内容 

名称 所在地 資本金 事業の内容 
議決権に対

する所有割

合 
役員の

兼任 
資金援助 

営業上の

取引 

設備の

賃貸借

電子部品事業 

Elatec Vertriebs 

GmbH 

（注）５ 

ドイツ 

ミュンヘン 

204 

千ユーロ 
電子部品・電子機
器等の販売 

％

 

22.0 

名

 

－

千円 

 

－ 
－ － 

その他６社 

（注）12 
   

 
 

 

 

 

国 内 ・ 海 外 ユ ー ザ ー 

【電子部品事業】 
 
販売会社 
KAGA(H.K.)ELECTRONICS LTD. 
KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD. 
KAGA(KOREA)ELECTRONICS CO.,LTD. 
KAGA(TAIWAN)ELECTRONICS CO.,LTD. 
KAGA DEVICES(H.K.)LTD. 
KAGA(EUROPE)ELECTRONICS B.V. 
KAGA ELECTRONICS(USA)INC. 
加賀貿易（深セン）有限公司 
Kaga Impex, LLC 
 
製造・販売会社 
KAGA ELECTRONICS(THAILAND)CO.,LTD. 
加賀電子（上海）有限公司 
加賀電子（大連）有限公司 
加賀電器（香港）有限公司 
広州軽電機有限公司 
港加賀電子（深セン）有限公司 
KAGA COMPONENTS(MALAYSIA)SDN.BHD. 
東莞勁捷電子有限公司 
加賀儀器汕頭有限公司 
 
設計・開発会社 
加賀電子技術開発（深セン）有限公司
 

【情報機器事業】 
販売会社 
I-O DATA DEVICE USA, INC. 
 
＊Elatec Vertriebs GmbH 
 その他１社 
＊その他７社 

加 

賀 

電 

子 

株 

式 

会 

社 

（ 
仕 
入 
・ 

販 

売 

）

福利厚生施設管理・運営会社

TAXAN GUAM LTD. 

利 用

利 用 

【電子部品事業】 
 

販売会社 
加賀デバイス株式会社 
株式会社エー・ディーデバイス 
加賀インペックス株式会社 
大塚電機株式会社 

 
製造・販売会社 
加賀テック株式会社 
加賀コンポーネント株式会社 
マイクロソリューション株式会社 
株式会社デジタル・メディア・ラボ 
株式会社アクセスゲームズ 
 

 
販促商品などの企画・開発会社 
株式会社デジタル・ゲイン 

 

【情報機器事業】 

販売会社 
加賀ソルネット株式会社 
加賀スポーツ株式会社 
加賀ハイテック株式会社 
ＫＧＦ株式会社 

その他４社 
 

＜ 国       内 ＞ ＜ 海       外 ＞ 

（注）無印     連結子会社 

      ＊印     持分法適用関連会社 
 



 （注）１．～12．＜省略＞ 

  13．その他６社は、Elatec Vertriebs GmbH の子会社であります。 

  なお、MCE TECHNOLOGIES,LLC は株式の売却により、グループ対象外となりました。 

 

（訂正後） 
関係内容 

名称 所在地 資本金 事業の内容 
議決権に対

する所有割

合 
役員の

兼任 
資金援助 

営業上の

取引 

設備の

賃貸借

電子部品事業 

Elatec Vertriebs 

GmbH 

（注）５ 

ドイツ 

ミュンヘン 

204 

千ユーロ 
電子部品・電子機
器等の販売 

％

 

22.0 

名

 

－

千円 

 

－ 
－ － 

その他６社 

（注）12 
   

 
 

 

 （注）１．～12．＜省略＞ 

  13．その他７社は、Elatec Vertriebs GmbH の子会社であります。 

  なお、MCE TECHNOLOGIES,LLC は株式の売却により、グループ対象外となりました。 
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４．連結財務諸表 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（訂正前） 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日  
  至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用している関連会社   ３社 

会社等の名称は「第１ 企業の概況 ４．関係会

社の状況」に記載しているため省略しております。 

なお、株式会社樫村を連結子会社化したことにと

もない、株式会社パーム、株式会社月寒カメラは

持分法適用関連会社となりました。 

 

（2）持分法を適用していない関連会社  －社 

２．持分法の適用に関する事項 

（（1）持分法を適用している関連会社  ７社 

会社等の名称は「第１ 企業の概況 ４．関係会

社の状況」に記載しているため省略しております。 

なお、株式会社月寒カメラ、株式会社パームにつ

いては清算により、MCE TECHNOLOGIES,LLC.につい

ては株式売却により持分法適用の範囲から除外し

ております。 

（2）持分法を適用していない関連会社  －社 

 

（訂正後） 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日  
  至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用している関連会社  ３社 
会社等の名称は「第１ 企業の概況 ４．関係
会社の状況」に記載しているため省略しており
ます。 
なお、株式会社樫村を連結子会社化したことに
ともない、株式会社パーム、株式会社月寒カメ
ラは持分法適用関連会社となりました。 
 
（2）持分法を適用していない関連会社 －社 

２．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用している関連会社  ８社 
会社等の名称は「第１ 企業の概況 ４．関係
会社の状況」に記載しているため省略しており
ます。 
なお、株式会社月寒カメラ、株式会社パームに
ついては清算により、MCE TECHNOLOGIES,LLC.
については株式売却により持分法適用の範囲
から除外しております。 
（2）持分法を適用していない関連会社 －社 

 

以 上 


